
第47回サステナビリティ基準委員（SSBJ）
での審議の概要

2025年1月23日開催

2025年1月27日

第47回の審議では、2024年11月に公表された公開草案（「指標の報告のための算定期間に関する再提案」）に寄せられ

たコメントへの対応についての審議と、これまでの審議の結果を踏まえた適用基準案、一般基準案、気候準案等の文案の

修正に関する審議、公表にあたっての文案等の審議が行われました。

【第47回SSBJで審議された事項】

1. 審議事項

(1) 指標の報告のための算定期間に関する取扱い（審議事項A1-2）

(2) 2024年11月公開草案コメント対応表（審議事項A1-3）（※1）

(3) 「適用基準」の文案（審議事項A1-4）（※1）

(4) 「一般基準」の文案（審議事項A1-5）（※1）

(5) 「気候基準」の文案（審議事項A2-1）（※1）

(6) 「公表にあたって」の文案（審議事項A1-6）（※1）

（※1）審議事項A1-3、A1-4、A1-5、A1-6、A2-1については、資料は非公開

SSBJでは、2024年3月29日に公表したサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という）の公開草案（以下あわせて

「2024年3月公開草案」という）（※2）に寄せられたコメント（コメント期限2024年7月31日）及び2024年11月に公表さ

れた公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案（以下「2024年11月公開草案」という）に寄せられたコメン

ト（コメント期限2025年1月10日）への対応について、2025年3月末までに確定基準を公表することを目標に再審議を行っ

ています。上記1の事項は、これまでの審議の結果を踏まえて、SSBJ事務局が提案を行ったものです。

（※2）2024年3月公開草案

⚫ サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」（以下「適用基準案」

という）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第1号「一般基準（案）」（以下「一般基準案」という）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第2号「気候関連開示基準（案）」（以下「気候基準案」という）

(1) 指標の報告のための算定期間に関する取扱い（審議事項A1-2）

【事務局提案】

2024年11月公開草案に寄せられたコメントを踏まえ、指標の報告のための算定期間に関する取扱いとして、以下が提

案されました。提案にあたっては、適用基準及び気候基準の文案（※3）が事務局より示されるとともに、コメントへの

対応が事務局より説明されました。
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① 適用基準案第70項を修正、第71項を削除する。（2024年11月公開草案から変更なし）

② 11月公開草案で提案した適用基準案の結論の背景に追加する項目につき、一部修正する。（2024年11月公開草

案から変更あり）

③ 気候基準案第53項及び第54項を削除する。（2024年11月公開草案から変更なし）

④ 11月公開草案で提案した気候基準案の結論の背景に追加する項目につき、一部修正する。（2024年11月公開草

案から変更あり）

⑤ 事務局が公表する解説記事において、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と、指

標の目標のための算定期間（温室効果ガス排出量の算定期間を含む）との間に差異が生じる場合の対応について、

優先順位を踏まえ、解説記事等により情報を提供することを検討する。（2024年11月公開草案に含まれていない提

案）

（※3）①から④の文案はいずれも審議事項1-2の資料では非公表

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

また、2024年3月公開草案及び2024年11月公開草案に対し、我が国における制度設計（保証を含む）及び他の省

庁との連携について、属性を問わず多くのコメントが寄せられていることについて、事務局より「当委員会において対応できる

ものではないため、金融庁等、関連する当局に伝えることが考えられる」との見解が示されました。

(2) 2024年11月公開草案コメント対応表（審議事項A1-3）

【事務局提案】

2024年11月公開草案に寄せられたコメントについて、事務局の対応（案）が示されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(3) 「適用基準」の文案（審議事項A1-4）

 【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた適用基準の文案（2024年12月26日開催の第46回SSBJ委員会で審議された文案

からの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されまし

た。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(4) 「一般基準」の文案（審議事項A1-5）

 【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた一般基準の文案（2024年12月26日開催の第46回SSBJ委員会で審議された文案

からの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されまし

た。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。
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(5) 「気候基準」の文案（審議事項A2-1）

【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた気候基準の文案（2024年12月26日開催の第46回SSBJ委員会で審議された文案

からの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されまし

た。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(6) 「公表にあたって」の文案（審議事項A1-6）

 【事務局提案】

サステナビリティ開示基準公表のための「公表にあたって」の文案が、事務局より示されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

参  考：第47回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事：  第46回  サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第45回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第44回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を

取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0123.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250106.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241217.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241202.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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